
３ 他の法人制度との比較表（組織、資産等）

社会福祉法人 学校法人 公益法人 ＮＰＯ法人 医療法人 株式会社
（社会福祉法） （私立学校法） （民法） （特定非営利活動促進法） （医療法） （商法）

目 社会福祉事業を行うことを目的と 私立学校の設置を目的とする法人 祭祀、宗教、慈善、学術技芸其他 特定非営利活動を行うことを目的 病院、医師又は歯科医師が常時勤 商行為を行うことを業とする目的
的 する法人 公益に関する社団又は財団で営利 とする法人 務する診療所又は老人保健施設を をもって設立した社団
等 を目的としないもの 開設する法人

設 所轄庁の認可 ・文部科学大臣の認可 主務官庁の許可 所轄庁の認証 都道府県知事の認可 公証人による定款の認証
立 （所轄庁：指定都市市長・中核市 （私立大学、私立高等専門学校等 （主務官庁：都道府県知事・各省 （所轄庁：都道府県知事・内閣総
規 市長・厚生労働大臣） を設置する場合） 大臣） 理大臣）
制 ・都道府県知事の認可

（その他の場合）

役 定数：理事 ６人以上 定数：理事 ５人以上 定数：理事 １人以上 定数：理事 ３人以上 定数：理事 原則３人以上 定数：取締役 ３人以上、
員 監事 ２人以上 監事 ２人以上 監事 １人以上 監事 １人以上 監事 １人以上 監査役 １人以上

任期：２年以内 任期：規定なし 任期：原則２年 任期：２年以内 任期：２年 任期：取締役 ２年以内
監査役 ４年以内

資 社会福祉事業を行うに必要な資産 ・必要な施設及び設備又はこれら ・社団法人にあっては、設立目的 規定なし 病院又は老人保健施設を開設する 資本額１千万以上
産 ・社会福祉事業を行うために直接 に要する資金並びにその経営に の達成に必要な事業活動を遂行 医療法人は、その資産の総額の10 ※平成19年度までの特例として個
要 必要なすべての物件について所 必要な財産を有しなければなら するための会費収入及び財産の 0分の20に相当する額以上の自己 人が新しく会社を設立する場
件 有権を有すること又は自治体等 ない。 運用収入等があること。 資本が必要。設立又は合併後１年 合、５年間は資本の額は問われ

から貸与等を受けていること ・設置経費の財源としての寄付金 ・財団法人にあっては、設立目的 を経過後については、開設する全 ない。
・社会福祉施設を経営する法人 のほか、申請時に大学等の開設 の達成に必要な事業活動を遂行 ての病院及び老人保健施設につい
は､その不動産を､社会福祉施設 年度の経常経費に相当する額の するための設立当初の寄付財産 て、これらの用に供される土地又
を経営しない法人にあっては原 寄付金が収納されていること の運用収入及び恒常的な賛助金 は建物のいずれかを所有していれ
則として１億円以上の資産を基 ・施設及び設備は原則として負担 収入等があること。 ば当該要件は適用しない。
本財産としなければならない。 附又は借用のものでないこと。

資 寄付金・補助金 寄付金・補助金 賛助金収入・会費収入 寄付金 寄付金又は会費収入・補助金 株式・債券発行
金
調
達

出 不可 不可 可（社団のみ） 不可 可（社団のみ） 可
資
持
分

残 ① 定款の定めにより、帰属すべ ① 寄付行為で定めた者に帰属 ① 定款又は寄付行為に指定する ① 定款の定めにより、帰属すべ ① 定款又は寄付行為の定めによ 会社の債務を弁済した後、会社財
余 き者に帰属（理事総数の2/3の ② ①により処分されない財産 者に帰属 き者に帰属（国、地方公共団 り、帰属すべき者に帰属 産を株主に分配。残余財産の分配
財 同意によって社会福祉法人のう は、国庫帰属 ② ①によらない場合、理事は主 体、民法法人、学校法人、社会 ② ①によらない場合 は、各株主の有する株式数に応じ
産 ちから選出された者） 務官庁の許可を得て、法人の目 福祉法人、更生保護法人に限 イ 社団たる医療法人は、精算 て分配。特別種類の株式を発行し
の ② ①により処分されない財産 的と類似した目的のために処分 る。） 人が総社員の同意を得、認可 た場合、これと異なる定めのある
処 は、国庫帰属 ③ ①・②により処分されない財 ② ①により処分されない財産 を受けて処分 ときはその定めによる。
分 産は、国庫帰属 は、国庫に帰属 ロ 財団たる医療法人は、認可

を受けて他の医療事業を行う
ものに帰属

③ ①・②によらない場合国庫帰
属

指 ・厚生労働大臣・都道府県知事・ ・所轄庁は、収益事業を行う学校 ・主務官庁は法人に対し、監督上 ・所轄庁は、特定非営利活動法人 ・都道府県知事は、業務又は会計 裁判所は、法務大臣又は株主、債
導 指定都市市長・中核市市長は、 法人に対して、収益事業の停止 必要な命令をすることができ から業務又は財産の状況に関 の状況に関し報告徴収等を行う 権者その他の利害関係人の請求に
監 業務又は会計の状況に関し、報 を命ずることができる。 る。 し、報告徴収等を行うことがで ことができる。 より、会社の解散を命ずることが
督 告徴収等を行うことができる。 ・所轄庁は、解散を命ずることが ・主務官庁は業務及び財産の状況 きる。 ・都道府県知事は、必要な措置を できる。

・所轄庁は、必要な措置を採るべ できる。 を検査できる。 ・所轄庁は、必要な措置を採るべ とるべき旨を命ずることができ
き旨を命ずることができる。 ・目的外の事業を行い、又は設立 き旨を命ずることができる。 る。

・所轄庁は、業務の全部又は一部 許可を得た条件若しくは主務官 ・所轄庁は、法人の認証を取り消 ・所轄庁は、業務の全部若しくは
の停止を命じ､又は役員の解職 庁の命令に違反し、その他公益 すことができる。 一部の停止を命じ、又は役員の
を勧告することができる。 を害す行為を行った場合で他の 解任を勧告することができる。

・所轄庁は、解散を命ずることが 方法によって監督の目的を達す ・所轄庁は、設立の認可を取り消
できる。 ることができないときは、許可 すことができる。

・所轄庁は、公益事業又は収益事 を取り消すことができる。正当
業の停止を命ずることができ な理由なく３年以上事業を行わ
る。 ないときも同様。



４ 他の法人制度との比較表（税制）

社会福祉法人 学校法人 公益法人 ＮＰＯ法人 医療法人 株式会社

（社会福祉法） （私立学校法） （民法） （特定非営利活動促進法） （医療法） （商法）

法 ○原則非課税 ○原則非課税 ○原則非課税 ○原則非課税 ○課税 ○課税

人 ※収益事業により生じた所得に限 ※収益事業により生じた所得に限 ※収益事業により生じた所得に限 ※収益事業により生じた所得に限 ・所得の30％ ・所得の30％

税 り課税 り課税 り課税 り課税

・所得の22％ ・所得の22％ ・所得の22％ ・所得の30％

※ただし、資本金が１億円以下の ※ただし、資本金が１億円以下の ※ただし、資本金が１億円以下の

場合、所得 800万円以下の部分 場合、所得 800万円以下の部分 場合、所得 800万円以下の部分

は22％ は22％ は22％

※特定医療法人は、所得の22％

道 ○原則非課税 ○原則非課税 ○原則課税 ○課税 ○課税 ○課税

府 ※収益事業を行う場合は、 ※収益事業を行う場合は、 ※博物館の設置又は学術の研究を

県 ・均等割 ２万円 ・均等割 ２万円 目的とする法人は非課税

民 ・法人税割 法人税の５％ ・法人税割 法人税の５％

税 ※ただし、収益の90％以上を社会 ※ただし、収益の90％以上を私立 ・均等割 ２万円 ・均等割 ２万円 ・均等割 ２～80万円 ・均等割 ２～80万円

福祉事業の経営に充てるなら 学校の経営に充てるならば、収 ・法人税割 収益事業により生 ・法人税割 収益事業により生 ・法人税割 法人税の５％ ・法人税割 法人税の５％

ば、収益事業としては取り扱わ 益事業としては取り扱われな じた所得に限り、法人税の じた所得に限り、法人税の

れない。 い。 ５％ ５％

市 ○原則非課税 ○原則非課税 ○原則課税 ○課税 ○課税 ○課税

町 ※収益事業を行う場合は、 ※収益事業を行う場合は、 ※博物館の設置又は学術の研究を

村 ・均等割 ５万円 ・均等割 ５万円 目的とする法人は非課税

民 ・法人税割 法人税の12.3％ ・法人税割 法人税の12.3％

税 ※ただし、収益の90％以上を社会 ※ただし、収益の90％以上を私立 ・均等割 ５万円 ・均等割 ５万円 ・均等割 ５～ 300万円 ・均等割 ５～ 300万円

福祉事業の経営に充てるなら 学校の経営に充てるならば、収 ・法人税割 収益事業により生 ・法人税割 収益事業により生 ・法人税割 法人税の12.3％ ・法人税割 法人税の12.3％

ば、収益事業としては取り扱わ 益事業としては取り扱われな じた所得に限り、法人税の じた所得に限り、法人税の

れない。 い。 12.3％ 12.3％

事 ○原則非課税 ○原則非課税 ○原則非課税 ○原則非課税 ○社会保険診療に係る収入は益金 ○課税

業 ※収益事業により生じた所得に限 ※収益事業により生じた所得に限 ※収益事業により生じた所得に限 ※収益事業により生じた所得に限 に不算入、経費は損金に不算入

税 り課税 り課税 り課税 り課税 となり、非課税

・所得のうち、 ・所得のうち、 ・所得のうち、 ・所得のうち、 ※自由診療により生じた所得に限 ・所得のうち、

400万円以下 ５％ 400万円以下 ５％ 400万円以下 ５％ 400万円以下 ５％ り課税 400万円以下 ５％

400万円超 800万円以下 400万円超 800万円以下 400万円超 800万円以下 400万円超 800万円以下 ・所得のうち 400万円超 800万円以下

7.3％ 7.3％ 7.3％ 7.3％ 400万円以下 ５％ 7.3％

800万円超 9.6％ 800万円超 9.6％ 800万円超 9.6％ 800万円超 9.6％ 400万円超 6.6％ 800万円超 9.6％

固 ○社会福祉事業の用に供する固定 ○保育又は教育の用に供する固定 ○原則課税 ○課税 ○課税 ○課税

定 資産については非課税 資産については非課税 ※社会福祉事業用、学術研究用固 ・税率 1.4％ ※社会福祉事業又は特定医療法人 ・税率 1.4％

資 ○学校又は専修学校に係る寄宿舎 定資産、図書館、博物館等は非 による看護婦等医療関係者養成

産 の用に供する固定資産について 課税（収益事業は課税） 所の用に供する固定資産は非課

税 は非課税 税

○知的障害児施設等一部の社会福

祉施設の用に供する固定資産に

ついては非課税


